
























品　　目　　別 1948年 1955年 1959年
米
小 麦
棉 花
茶
33，383
（20．3）
6，087
（3．4）
　968
（7．5）
　273
（50．0）
41，336
（20．1）
9，043
（4．4）
1，422
（7，9）
　308
（45．6）
44，了13
（16．8）
9，929
（4．5）
1，364
（6．7）
　326
（43．9）
（備考）（ ）内は世界全体の生産高に占める比率（％）を示す。
　　　　　　　　　　　　　　　　（statistical　year　book　196Q）
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　また産別国民所得を「インド政府発行年鑑1961」で見れば，農業所得の国民所得に対す
る割合は，インド全体の約業％を占めている。これに対し鉱工業の国民所得に占める割合
は1958年（推計）においても，17％を占めているにすぎないのである』
　このようにインドが農業国として止まった原因としては，前述したように自然的条件が
農業に有利であったことの外に，種々の要素が考えられるが，その一半の原因がイギリス
のインド植民政策及びインドの社会制度に求めることができる。
　インドは1947年イギリスから独立した。そして自らの手で，自らの運命を切り開くべく，
いかにして植民地的，従属的経済から脱却して，経済的発展をするかという目標を樹立す
るに至った。すなわち1951年～1956年に至る第1次経済開発計画，1956年～1961年に至る
第二次経済開発計画，そして1961年～1965年に至る第3次経済開発計画の実施はこの事実
を物語るものである。第1次5ケ年計画では，国民の生活水準を普遍的に高めるよう社会
福祉部門に重点が置かれ，そして農業開発に中心があったが，第2次5ケ年計画では，国
民所得の大幅な増大，雇用機会の増大を目標とし，工業（特に重工業）中心主業をとるに
至った。この第1次，第2次5ケ年計画の10ケ年間にインドの国民経済は雇用，物価騰貴
等の問題のため，必ずしも計画目標を達成することができなかったとはいえ，平均3％の
成長を遂げ国民総生産は実質ペースで，32％増大させることができた。
　しかし年々の人口の増加率は予想以上に大きくしたがって1人当り所得の伸びは意外に
低く国民一般の生活水準の向上のためには，さらに国民所得の大幅な増大が必要とされた。
　ここで第3次5ケ年計画は，計画の終了する1996年度には，1950年度にくらべ80％の増
大を目標としている。この第3次開発支出目標を政府部門の内訳で示すとつぎの通りであ
る。
第3次5ケ年計画における開発支出目標 （単位：億ルビー）
区 分
農業，小規模灌概
村　　落　　開　　発
大，中規模灌概
電 力
村落工業および零細工業
転
回
下
松
合
　鉱
輸，　通
会　　施
　業
　信
　設
　庫
主
第2次計画（修正）
　（A）
　32．0（6．7％）
　21．0（4．4）
　57．2（11．9）
　41．0（8．5）
　20．0（4．2）、
　88．0（18．3）
134．5（28．0）
　36．3（18．0）
480．0（100．0）
第3次計画（B）
62．5（8．6％）
40．0（5．5）
65．0（9、0）
92．5（12．8）
25．0（3．4）
150．0（20．7）
145．0（20．0）
125．0（17．2）
20．0（2．8）
725，0（100．0）
B
A
195．3
190．4
113．6
225．6
125．0
170．5
107．8
144．8
151．4
％
（備考）第3次計画における開発支出725f意ルビーのうち，投資支出は620億，経常支出は105億ルビー
　　　である。
（注）India（1961）P．202より作成
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　このようにインド経済は農業経済から工業発展自立経済の達成を目標として前進してい
る。この間にあってインドの職業会計士制度も，会社法の改正とともに，その独立を契機
として1949年公認会計士法　（1949．Chartered　Accountant　Act）　を制定し，一段と充
実しつ＼ある。
　以下これらの点について述べることとする。
　2．インドにおける職業会計士制定の成立
　インドにおいては1857年に初めて会社法が制定せられ，それが1882年に改正された。し
かし監査人の免許及び規制については1913年の会社法にまたねばならない。それまで企業
会計は監査を受けなければならないという法的義務を有していなかった。しかし大部分の
会社は，その定款の中に1857年法のスケジュールと1882年法の最初の計画のうちのA表に
含まれている規定に関聯して作成された規定をもっている。例えばそれらの会社で随意に
採用された模範的規定を述べるとつぎの如くなっている。
　ミ監査人は当該会社の株主たる事を要しない。会社の業務に株主たる以上に関心を持っ
ている者及び取締役並びに役員は，その会社に在籍している間は監査人に選出されない。ミ
　又ミ監査人は会社の費用で会計記録を調査する為の補助者として会計士その他を雇うこ
とができる。§
　上述の制限を条件として殆んど誰でも，例えば退職した取締役等を監査人に任命するこ
とができたのである。1913年までインドにおいては，会社の数は非常に少なく，1914年に
おいてさえ払込資本が約8億ルピーである会社は2，545社あったにすぎないことからでも
わかる。
　　（注2）
　1913年の会社法は最初に地方政府　（：Local・goverment）の免許を持っている監査人によ
る会計監査をしていた。そして監査人として監査を行う者は，地方政府に出願して，会社
の監査人として行動する資格を与えられる免許を得なければならないと定めた。
　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注2）　India　（1961）
　しかし事実は，評議会における総督には，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　このような免許状の許可，更新，取消に備え，
且つその許可，更新，取消のための条件及び制限を規定する規則を作成する権限が与えら
れた。
　（注3）
　G．D．　A．（goverment　Diploma　in　rAccounting）　として知られている資格試験はボ
ンベイ政府によって行われていた。そして免許は各地方政府で許可されるという仕組にな
っていた。又管轄権は明らかに地方政府に与えられていたが，試験は唯ベンベイ政府によ
ってのみ行われた。
　（注3）1913年会社法144節（2）
　1930年にインド会社法は改正され，それらの変則は取除かれ職業会計士の完全な統制と
取締の権限は中央政府に与えられた。　即ち144節（1）款において中央政府は会社の監査人と
して活動する者に対する免許を与える機能を与えられたのである。又管轄権も中央政府に
与えられた。新らたに追加された項目で，免許を出願する資格を与えられた人々の登録簿
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の存続，登録簿のための資格及び手数料，登録のための志願者の試験，受験者の支払う受
験料そして特に登録簿から名前を抹消，復活させる細則等に関する法律を特に備えていた。
そしてこの法の144節（5）款によって会社の取締役，役員並びにそのパートナー（partner）
及び企業では更らに取締役及び役員に雇われている者は，監査人事務所を持つことを禁止
された。企業の監査人として任命される者は1934年までは，地方政府によって免許を受け，
従って申央政府によって会社の監査人として行動する資格を与えられた者である。　144節
（2）款は総督評議会にはかり「インド官報（Gazetto　of　India）」に通告することにより，
その免許の許可，更新，取消に関する法規を作り，又それらについての条件及び制限を命
ずる」権限を与えられている。亦職業会計士として業務を行っていない者は，監査人とし
て行動できる資格を与える免許が与えうるのである。
　1930年のインド会社法の改正によりその時まで一般に行われていた以上に厳密な規則の
下で又1913年会社法の144節（2）款Aの改正により職業会計士が出現した。総督府が評議会
の諮問をはかって免許を出願する資格を与える会計士登録簿の維持に備えるための規則，
又登録簿に登録するための資格を規定した規則及び登録のための志願者の試験について規
定した規則を作ることができるように改正された。
　事業の代表者と総督府に会計士に関する管理のすべてについて忠告し，又資格の基準の
継続及び登録簿に登録された人の指揮について手助けする特別な会計知識をもった人達に
よって構成されているインド会計士会議の設立及び手続が1930年新に規定され，同時に地
方会計士会議はインド会計士会議に忠告を与える仕組となっている。又インド会計士会議
はどんなことでも地方会計士会議に問合せすることができるのである。
　この改正により会計士会議は1932年設立され，監査人免許規則　（Auditors　Certifica・
tion　Rules）も亦公布された。しかし地方会計士会議は設立されなかった。最初の段階に
おいては，ある専門的職業家の代表達のみ会計士会議に指名された。会議議員の選出規則
は1939年になって始めて採り入れられた。1949年の解散までにインド会計士会議は12人の
選出議員と7人の推薦議員とで構成されていた。7人の推薦議員のうち3人は政府職員で，
2人は政府推薦の専門的職業家で，残り2人は商業会議所連合（the　Associated　chaln－
bers　of　commerce）及びインド商工会議所連盟（the　Federation　of　Indian　Chambers
of　Commerce　and　Industry）の二つの全インド商業組織の代表である。
　3．インドにおけろ職業会計士制度の発展
　前述したようにインドは独立達成後経済開発計画を実施した結果，非常に急速に工業発
展並びに経済活動が行われた。そのため専門的職業会計士のメンバーも増加し，密接に連
合した：組織された団体になった。したがって従来存在していたインド会計士会議（Indian
Accountancy　Board）　はその役割の純粋な助言組織なので：専門的職業会計士の熱烈なる
要望を満足させ得なかった。インド会計士会議の設立は専門的職業会計士自らの仕事を処
理する充分な権利の認識を持たないという点で不充分であると職業会計士達は感じていた。
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それで職業会計士は自分達の完全な統制組織は自分達自らに与えられねばならないと考え
始めた。実際に1936年会計士の自治組織の創設についての会社法の広範な改訂が行われて
いた時，一つの要求が中央立法法　（Central　Legislation）に提出された。これは当事立
法府に対立していた議会（Congress）によって作られたものであった。その当時政府は
ある保証即ちその提案は慎重に考慮：されるであろうという保証を与えた。
　しかしながら不幸にも，その訴えは採用されなかった。1946年第2次世界大戦が終結し
た時，会計士会議はこの問題の調査を政府に強く要請した。そしてその結果独立達成の2，
3ケ月の間商務大臣であった　（Codgil）氏は，この問題に着手し，そしてこの問題を調査
し，適当な勧告書を作成するために，専門委員会として知られているものを設立した。専
門委員会はC．C．　Desai一議長，　G．　P．　Kapadia，　M．　S．　Krishnanwami，　S．　Vaish，
S．N．Banerj6a，：N．　R．　Mody，　K．　Santhanam，　G．　D．　Apte，及びA．　L．　Sahpal
の9人により構成されていた。Santhanam氏は議会　（parliament）　を代表していた。
専門委員会は1948年7月4日に報告書を提出した。委員会の提出した報告は完全且つ広範
囲にすべての点を検討していた。そして委員会は報告を提出している間に，議会における
採決のための，その勧告に効果を与える議案の草稿を提出した。政府はこの報告を基とし
て必要な修正をなし，法制化して，1949年公認会計士法　（Chartered　Acqountants　Act
1949）がその年の4月1日に総督府の承認を得た。政府が憲法問題，地方に於ける諸問題
をかえている時に拘らずこの法律を議会に提出し，採決したことは，．公認会計士の地位の
高さを表示するものといえる。
　1949年5月1日は実にインドの専門職業会計士の歴史に特筆さるべき日である。　という
のは即ち公認会計士法の出現をみた日だからである。それは又専門職業会計士に完全な自
治を与え，彼らの完全な規正と組織とを彼ら自らの手に授けたからである。
レからばインド公認会計士協会とは如何なるものであろうか。それは公認会計士法の開始
に当たり，すべての人が登記することにより，成立した法人であり，すべての人々は法の
開始後，法の規約の下に自己の名を登記しなければならない。協会によって維持される登
録に記入される資格のある者はつぎの如し。
　（1）登録された会計士又は公認会計士法の開始で制限された免許状の所有者
　（2）協会の会員として規定されている試験に合格し，訓練を終えた者
　（3）会計士職業の政府免状に対する試験又は公認会計士法の開始前に会計士職業の政府
　　免状の判定に対する規則により，それと同等と認められる試験に合格したもの。及び
　　1932年の会計監査役免状規則のもとで会計士として登録さ．れた正当な資料を有しない
　　が，この代りに中央政府が明細に述べている条件に叶っている者。
　（4）公認会計士法の開始にあたり，先進国において会計士職業の遂行に従事しているも
　　の，及び1932年の会計監査役規則の下で，会計士として登録された必要な資格は有し
　　ないが，それに代って中央政府が明細に述べている条件にかなっている者。
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　（5）協会の会員として規定きれている試験及び訓練と同等であると議会により認められ
　　たインド以外での同様な試験に合格し，同様な訓練を終えた者。
　しかしながら，協会の評議会は，インドに永住し，会計職業を行わない人の場合には適
当と思われる諸条件を規定する権限が与えられているのである。
　協会会員はそれぞれ准会員（Associates）及び正会員（：Fellows）として指摘される6
　二つの階級に分割され，登録に自己の名を記されている者は，協会の准会員（an　Asso・
ciate　member）となっているとみなすことができ，自分の名の後にA．　C．　Aの文字を使
う資格を与えて公認会計士准会員（an　Associate　member　of　the　Institute　of　charte・
red　Accountant）であることが示される。
　公認会計士法の開始の前後に少なくとも5年間，インドで長く会計士職業についていた
ものは，協会会員（A：Fellow　of　the　Institute）になることが望ましい。しかしながら，
もし業務の免状を議会から得ていないなら，協会会員は営業する資格はないものとする。
「公認会計士」として自己の名を記述する資格のあるものは，これら免状の所有者に限る
のである。いかなるものも21才以下にては，会員になることができない。又外国人も会員
として協会が規定している資格を得るならば，即ちインドにおいて訓練を受け，試験に合
格するなら会員となることができるのである。
　その基準のインドの協会により規定されるものと同等であると認められる外国の会計士
団体の会員も，，もし互恵主義が，インドの専門会計士がそのような国々において営業する
に当り，適合するならば会員となることができる。この規定の遂行に当り，協会は先ず第
1に5年間大英帝国に四つの会計士団体，即ちイギリス及びウエールズ公認会計士協会，
アイルランド公認会計士協会，スコットランド公認会計士協会及びロンドンの法人会計士
協会の会員に承認を与えた。仕事に従事している会計士及び従事していない会計士の数は
つぎの如くである。
　　　　　　　　　　　　　　正会員　　　　　准会員
　　従事している者　　、　　997　　　　　1，715
　　従事していない者　　　　　74　　　　　1，059
　　　　合計　　　1，071’　　2，774
仕事についている職業会計士はつぎのような役務の類型をなしている。
　税務，組織設定，簿記サービス，管理サービス，政府雇用，清算人，管財人保管人，執
行人行政官原価計算係及び顧問などである。
　つぎにインド公認会計士協会の事務を管理し，その運用に当る評議会の構成を述べるこ
ととする。
　評議会は協会の会員の中から互＝選された19人と，中央政府によって指名された5人とに
よって構成されているのである。5人のうち，2人はインドの二つの主要な商業組織，つ
まりインド商工会議所連盟と商業会議所連合との合議に基き中央政府によって指名され，
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必ず公認会計士でなければならない。
　他の3人は国家歳入中央協議会　（the　Central　Board　of　Rev¢nue），インド監査官，
会計検査官総会　（the　Colnptroller　and　Auditor　General　of　India）及び大蔵省（the
：Finance　Ministry）を代表している。
　評議会へ会員を選出するためにインドの国を5地区に分けている。
　即ち
　　第1区……Bombay州，　Saurashtra州，　Kutch州
　　第2区……Madras州，　Travancore・cochinグ・i・1，　Mysore州，　H：yderabad州，
　　　　　　　Coorgグ・卜1
　　第3区……West　Bengal州，　Assam州，　Orrissa州，　Manipur州，　Tripura州
　　第4区……Uttar　predesh州，　Bihar州，　Madhya州，　Bharat州
　　第5区……Delhi州，　Punjab州，　Ajmer州，　Himachal　pradesh州とPepsu
　各地区から選出される代表の数は，その地区に存在する協会会員の数によるのである。
即ち各地区において会員100人毎に，或は100人中主要端数部分に1人の代表を選出すると
規定されているのである。そして現在ではその数を150人に1こ口変更するように提案さ
れているのである。
　この評議会は法の規定を実施する任務を授けられた最高の組織体である。特にこの評議
会の任務には入会志願者に対して行う試験職業規則と年期契約の書記の訓練（training　of
articled　Clerks），登録資格，外国人資格の認定と入会のための訓練，公認会計士を業と
する資格者の登録簿の保存並びに発行，登録簿からの名前の除去された名前の登録簿への
復活，身分規定及び維持と公認会計士の資格基準，会計に関する調査の実施や図書館の維
持並びに書物及び会計に関する定期刊行物の発行，法によって授けられた訓練権の行使等
である。
　協会の運営は評議会の会員中から互選された会長がこれに当り，又会員中から互選され
た副会長が会長を補佐することになっている。評議会は5地区において，その規定の下に
設立された5つの地方評議会（Regional　council）によって事務を補佐されるのである。
地方評議会規則は1951年4月22日インド官報において告示され，地方評議会は1952年4月
始めて組織された。インドの如く広大な国においては，色々異なったセンターにおいて，
有効適切に役目を果すところの，これらの地方評議会をもっことは，非常に必要なことで
ある。インド公認会計士協会の将来の発展というものは，実にこれら地方評議会の役割に
か＼っているといえるのである。
　これら地方評議会によって発行される報告書からみて，その評議会が非常に真面目にそ
の責任をとっていることがわかり，これは喜ばし現象であり，しかも中央評議会や職業会
計士にとっても真に援助となっていることを知るのである。
　実にこの地方評議会は友誼，友情のための機会を与え，又公共の利益になる事柄につい
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ての討論の機会を提供するばかりでなく，自分達が評議会の会員として振舞わねばならな
い役割を覚悟してその訓練の場所を提供するものである。最近この協会の主だった役員は
つぎの如き人である。
　　会長S．Vaidvanath　Aiyar氏
　　副会長　　S．Suryanarayana　lyer氏
　4．　インドにおける職業会計士制度の特色
　前述したように1949年5月1日公認会計士法が成立し，職業会計士に完全な自治を一与え，
彼らの完全な規制と組織とを彼ら自らの手に授けられた。この法は，この種の法としては
実に小規模なものであった。ただその中には33部門と職業会計士の不品行を規制するスケ
ジュールが含まれるに過ぎなかった。英国と異なって，この法がおかれているインド公認
会計士協会には，職業会計士にこの協会に加入するための免許と試験をするための免許が
与えられたが英国においてはこの地位は異っている。これらの団体は，その団体のメンバ
ーを訓練規制するとともに，試験をする団体たるにすぎないのである。
　免許は商工会議所に帰属していて，インドの職業会計士は協会がその機能試験免許及び
訓練のすべてを遂行する点でユニークな地位を占めている。インドにおいては事実上，全
認会計士法は，すべての職業会計士を中央に統一された拘束の下においたのです。アメリ
カ合衆国，カナダ，オーストラリ共和国をみれば，’そこでは各州で職業会計士の規制に対
する法は異なっている。しかしインドではすべての公認会計士はインド公認会計士協会中
央評議会の管理の下におかれているのである。このことは勿論，インドの各地方における
公認会計士の基準の，より大なる画一性を確実にし，指導的立場の西欧論国と同等の職業
的基準が達成されたことを意味する。
　職業会計士の行為の基準は，他国と同様に厳格であり，彼等の信用を最高度に維持すべ
く意図されているのである。以下協会試験及び職業会計士の風紀規制について述べること
とする。
　協会ばごつの試験即ち年に二度最初と最終の試験を行っている。この試験は非常にむつ
かしくて，合格する割合が少ないという批判がなされている。しかし専門的職業会計士の
試験は必ず厳格であり，高度なものでなければならないと考えているからである。試験で
上位を占めた受験者にメタルや賞品が与えられる。即ち最終試験に一番になった受験者に
金メタルが与えられ，又最初の試験に一番となった受験者に銀メタルが与えられる。この
両メタルは初代会長のG．P．　Kapadia氏によって寄附さ「れた寄附金20，000ルピーから出
る収入の中から与えられるものである。又会計監査に関する最終試験で一番になった受験
者にA．F．　Ferguson会社によってその商社の創設者Ferguson氏の名において二つの
賞品が授与される。同様に最終試験で租税と原価計算に関し一番となった受験者に：N・M・
Shar氏の名において賞品が与えられる。受験許可の最少限の資格は大学の中間試験或は
それと同等のものに合格していなければならない。大学を卒業していない人の場合には予
＼
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備試験がある。’協会の会員の志願者は協会によって行われる中間及び最終の試験に合格し
なければならない。これらの試験に合格することに加えて受験者は又専門職業会計士と一
緒に特約の下に4年間仕事をしなければならないのである。
　年期契約の条項（articles　of　Apprentice　ship）は協会に登録されうる。年期契約の書
記に加えて監査員又は8年間以上：専問会計士とともに，その職務に従事すると協会によっ
て行われる試験の受験資格があることになる。
　規律統制に関する規則は当然のこととして非常に厳格なものである。しかも事実，この
規則は職業会計士が長い間存続してきた先進諸国のあるものよりも，はるかに厳格なので
ある。
　ある情報を受取り，或はそれに対してなされた告訴を受取り，評議会が協会の誰れかが
会員たるに不適当な有罪行為をしていると信じ，且つ証明される場合，もし柔は協会の会
員に対してなされた告訴が中央政府によって，又はそれに代ってなされている場合には，
調査をする為に評議会が開かれることになっている，告訴が受入れうる時，それは評議会
の前に持出される。評議会がその事件が取りあげられるという見解に立つならば，その時，
それは規律統制委員会に委託される。規律統制委員会はその告訴を注意深く調査し，質問
の機会を与えて後，その原告と被告の両者に対し，勧告をなすのである。しかる後，その
規律統制委員会の報告は評議会によって熟慮されると。評議会の結論がどのようなもので
あろうとも，この結論は法の下において決定されるべく高等裁判所に送達されなければな
らない。そして高等裁判所の決定は評議会によって履行されるのである。
その評議会の決定に対して，不服のあるものは，高等裁判所に訴える権利が与えられてい
る。
　しかし大蔵大臣C．D．　Deshmukh氏はつぎのようにいっている。ミ少くとも現段階に
あっては，現存する訴訟手続を続けることが有利なのか，どうか私には確信がない。その
訴訟手続は協会の決定に関して高等裁判所による権威ある発表を保証する許りでなく，他
人に対して警告するがごとき事例を公にするものである。」と。
　どんなことがあっても人が罪を申渡される前にその人の事件が，国の公平無私な最高裁
判所によって調査されていなければならないということは正に正しいことである。
　評議会は規制の基準を主張するに当り，非常な注意を払ってきたのである。これに言及
した場合の一例としてボンベイ高等裁判所の言を引用するとつぎの如くである。
　「会計という職業は，非常に権威のある学問的職業であるということを我々は肝に銘じ
なければならない。職業の基準及び伝統というものは，会員自身によってのみ持続される
のである。」と
　今まで規制の事柄に関して高等裁判所によって審議された事件数はつぎの如くである。
　　ボンベイ高等裁判所によるもの　　　　19。4
　　マドラス　〃　　〃　　　　7
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　　カルカッタ高等裁判所によるもの　　　　　4
　　ナグプル　 〃　　　〃　　　　　1
　　パンジヤツプ　〃　　　　〃　　　　　　　1
　　アラバコ　 〃　　　〃　　　　　1
そして一般に裁判所は評議会の判定を支持している。
　5．『原価会計士協会（the　Institute　of　cost　and　works　Accountants）
　1944年原価会計士’協会が数人の政府役人の個人的激励，産業事業，公益事業，市営事業
の経営者達及びその他優秀な職業会計士の手で設立された時にインドにおいては原価会計
士というものが組織的専門的職業として成立したのである。このことなインドにおいて特
筆すべきこ1とであって、この協会はインド、カルカッタ16，スダー（Sudder）通りにある。
　初期において協会を管理するに当り，政府の会計高官の加入は別として，専門的職業会
計士は政府の任命において承認されたのである。1656年以来インド政府は，協会の管理に
関して，代理している。
　インド政府は産業開発のための5ケ年計画では非常に沢山の有資格の原価会計士の供給
を要求している。これに関聯して専門的職業会計士を取締る法案が，まもなく議会におい
て制定されるべく期待されている。
　協会会員中38人（12％）は公共の業務に，129人（38％）は政府の業務に，167人（50％）
は私的業務に従事している実情にある。そして原価会計士はインドにおいて，つぎのよう
な仕事をしている。即ち組織設定，民謡業務，経営管理業務，政府関係業務，市役所及び
会社のサービスである。
　現在では原価計算の専門的職業会計士を取締る法令はないのであるが，原価会計士－協会
が会員相互間でその業務を取締っている。協会の会員は56人の正会員と275人の准会員計
331人からなっている。協会の管理は会員によって選出された評議会に帰属しており，そ
の会員は評議会によって選ばれるのである。
　協会における会員志願者に要求される条件は，規定の試験に合格し，3年間の実地経験
を有する者となっている。評議員の規則委員会は非行の訴えを調査し，適当と考えられる
勧告を作成し，評議会に報告する権限を有している。被告が会員たるに不適当であると確
認した場合は，評議会は関係人物を除名する権限を有している。
　評議会のこの権限はすべての会員に関して運用されるのであるが，やがて登録制は廃止
されるだろう。ただし協会の試験の受験が許可される前に，すべての会員は研究生として
協会に登録し，又教育及び経験に関しては，ある条件を満たさねばならないであろう。
　協会の会員は21才以上でなければならないが現在どこの国の国籍であってもよいことに
なっている。彼は承認された資格，もしくは大学の卒業試験に合格していなければならな
い，会員志願者は予備中間最終の試験に合格しなければならない。予備試験の免除は，正
規に卒業試験或は同等の試験に合格した人々に許されるのである。その試験に出題される
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’課目の一覧表はつぎの如くである。
予　　備　　試　　験 中　　間　　試　　験
a　英　　　語
b　数　　　　学
。　英語以外の現代語の一つ
a　応　　用　　数　　学
b　経　　　済　　　学
。　簿　記，　会　計
d　工場組織論
e　原　価　計　算
最　　終　　試　　験
a　統　　　　計
b　商業知識及び事務組織
。　高　等　会　計
d　産　　業　　　法
e　工場組織論
f　原　価　計　算
　専門の試験以外に入会資格としては，入会日以前に少くとも3年間原価計算に関する実
際的経験を有していることが必要である。現在では年期契約は必要でないが，受験者は受
験を許可される前に協会の研究生として登録されていなければならないのである。
　原価会計士協会の会員にはF．1．C。　W。　A　（原価会計士協会の正会員）　（Fellow・In・
stitute　of　cost　and　works　Accountant）或はA．1．　C．　W．　A原価会計士准会員（Ass－
ociate・Institu総of　cost　and　works　Accountants）の称号をつける。
正会員．A．1．　C．　W．　Aの称号をつける資格が与えられるためには，26才以上であり，少
くとも5年間，准会員であって，且つ大会社もしくは，それと同等の組織で少くとも5年
間原価会計士或はそれと同等の地位についていた人でなければならない。
　准会員A．1．C．　W．　Aの称号をうける資格が与えられるためには，規定の試験に合格
しており，21才以上で少くとも3年間原価計算における実際の経験をつんでいなければな
らない。これらの称号は出願が規定の形式をふんでなされ，評議会によって受理されて後，
，評議会から与えられる，会員は公私の分野において被雇用者として働いてもよく相談原価
会計士として開業してもよい。第2次世界大戦中，つぎのようなことが，インドの指導的
職業会計士達によって感知されていた，つまり戦争によって必要とされたインドにおける
産業関係会社の急速な発展からみて，もしそれらの会社が資格のある原価会計士によって，
正しく指導され，支配されていなければ，その多くは失敗するであろうということをさと
ったのである。
　しかしながら原価会計士の数は，その要求に比べると，非常に少なかったのである。政
府や産業事業，公益事業，市営事業の高官達が原価会計士の組織された’協会を設立しよう
と考えたのは，この要求に応ずるためであり，その結果として1944年に原価会計士協会が
設立されたのである。
　この協会の設立以来，その主な活動が試験を行うこととプ原価計算の規定の制定するこ
とであった。それは又，技術の共同研究のための討論や講演を整理し，最近の文献を図書
館に保持し，全国及び地方の協議会を組織化することによって，会員間の相談のたφのヲ
そレて職務研究のた珍の機会をも提供レているのである9
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　協会の財政は専ら入会金（admission）及び会員並びに登録されている研究生よって支
払われる毎年の入会金によって賄れている。この事務所は他の地方の協会支部と同じ様に
カルカッタ16，スダール通り12番地にある。そして協会によって会員になされるサービス
には，月刊雑誌「原価会計士」の発行がある。更らに会員に原価計算における現代の発展
を知らせ，又会合及び会議を通じて思想の交換も行うのである。
　6．結　　　　語
　以上のようにインド職業会計士制度は1949年以来発展向上の一途をたどっているのであ
るが，近時独立以来政府の経済開発計画5ケ年計画の第1次，第2次，第3次と進むにつ
れて専門的職業会計士の必要性乃至責任が増大しつ＼あることである。その上仕事それ自
身も多種多様となり，面倒なことになっている。
　インドが福祉国家になるにつれて・又沢山の社会奉仕のために準備する必要から，政府
税収入に対する依存度は可成り増加する傾向にある。　これらの社会奉仕のたみの資金源は
必然的に極度に税収入を無理にねん出することである。又これに耳賢して専門職業会計士
の責任が認識されるようになった。
　そこで当然評議会は現在の職業会計士に適用されている基準が，その役割を果たしてい
るか検討を余儀されているのである。その検討されている提案とは，学位を受けていない，
すべての専門的職業会計士は，新加入するには否応なしに，予備試験を受けなければなら
ないということである。予備試験は学位試験のための基準となるのである。教科も亦現在
の要求に従って，彼等を多くつくるために，変えられ，租税と原価計算に力を入れている
のである。これらは非常に重要な問題であり，これに関する完全な基礎を受験者に与える
ことは正し二ことである。
　広大な，そして会計士が広い地域に分散しているインドような国では，年；期契約の書記
（clerks）に口頭で理論的な教育をするために多くのセンターをもっことは実際的でない。
口頭での教育はボンベイ，カルカッタ，マドラス，デーリー，カーブルのような大都市で
は可能であるが，地方に分散している書記（clerks）のためには，通信による指導組織が
必要である。そのため評議会は，この局面を打開するため，広汎な通信教育組織を発達さ
せようとしている。このため多額の費用が入用のため，政府に財政援助を求めているので
ある。評議会が近い将来この組織をもっことを熱望している。この組織の完成によって，
職業会計士制度も一層向上発展するであろう。　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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